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異議申立てに対する決定について（答申） 
 
 平成２５年６月３日付け佐病第１２４号による下記の諮問について、別添の 

とおり答申します。 
記 

 平成２５年５月２０日付けで異議申立人から提起された、平成２５年５月  

１４日付け佐病第６５号で行った自己情報部分開示決定に係る異議申立てに  

対する決定について 
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諮問第１３１号 

答  申 

 

１ 審議会の結論 

（１）千葉県病院局長（以下「実施機関」という。）が平成２５年５月１４日付け佐

病第６５号で行った自己情報部分開示決定（以下「本件決定」という。）につい

て、千葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次のとおり判断

する。 

  ア 実施機関が本件決定において不開示とした情報のうち次の情報は、開示すべ

きである。 

  （ア）平成２５年２月７日開催の千葉県佐原病院医療安全管理委員会（以下「本

件委員会」という。）の議事録（以下「本件文書」という。）の１枚目（以下

「議事録鑑文」という。）の全ての情報 

  （イ）本件文書の２～４枚目（以下「議事録本文」という。）の全ての情報 

  （ウ）本件文書の別紙（以下「症例検証意見」という。）のうち 

    ａ １枚目（１行目の６～１１文字目を除く部分）及び２～３枚目の全て 

    ｂ ４枚目（１行目の６～１１文字目を除く部分）及び５～６枚目の全て 

    ｃ ７枚目（１行目の６～１１文字目を除く部分）及び８～９枚目の全て 

  イ 実施機関が行った本件決定のその他の部分は、妥当である。 

（２）実施機関は、本件文書のほか、平成２４年１２月２５日開催の千葉県佐原病院

医療安全管理委員会（以下「１２月２５日委員会」という。）の議事録について、

改めて開示決定等をすべきである。 

 

２ 異議申立ての経緯 

（１）異議申立人は、平成２５年５月１日付けで、実施機関に対し、千葉県個人情報

保護条例（平成５年千葉県条例第１号。以下「条例」という。）第１６条第１項

の規定により、「平成２４年１２月２７日付千葉県立佐原病院小林進院長業務連

絡記載の『院内において・・・・検討』結果」の開示請求（以下「本件請求」と

いう。）を行った。 

（２）本件請求に対し実施機関は、対象文書を本件文書と特定した上で本件決定を

行った。 

   これに対し異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６

条の規定により、実施機関に対し、平成２５年５月２０日付けで本件異議申立て

を行った。 

（３）本件異議申立てを受けて、実施機関は、条例第４６条第１項の規定により、平

成２５年６月３日付け佐病第１２４号で審議会に諮問した。 

 

３ 異議申立人の主張要旨 

（１）異議申立ての趣旨 

   「本件決定を取り消す。」との決定を求める。 

（２）異議申立ての理由 

  ア 異議申立書 

    「開示しない部分及び開示しない理由」は本件に該当しない。仮に該当する
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としても、不利益処分の重大性に鑑みて合理性を欠く。 

  イ 異議申立理由書 

    平成２５年５月２７日付けで異議申立人が実施機関に対し任意に提出した

異議申立理由書において、概ね次のとおり主張している。 

  （ア）条例第１７条第２号に該当しない。 

     「異議申立人（開示請求者）以外の個人に関する情報であって、特定の個

人を識別でき、第三者の権利権益を侵害するおそれがあるため」は虚偽であ

る。 

     「異議申立人以外の個人に関する情報であって、特定の個人を識別できる。」

は真実である。しかし、「第三者の権利権益を侵害するおそれがあるため」

は虚偽である。「第三者の権利権益を侵害するおそれ」はない。 

     そして、同号ただし書に全て該当する。 

    「イ 慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されて

いる情報」（同号ただし書イ） 

    「ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要

であると認められる情報」（同号ただし書ロ） 

    「ハ 当該個人が地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定

する地方公務員・・・である場合において、当該情報がその職務の遂行

に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の当該職務遂

行の内容に係る部分」（同号ただし書ハ） 

    「ニ その他開示することにより当該開示請求者以外の個人の権利利益を害

するおそれがない情報」（同号ただし書ニ） 

  （イ）条例第１７条第５号に該当しない。 

     「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報であって、開

示することにより、率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれがあるため」は虚偽である。 

     「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報である。」は

真実である。しかし、「開示することにより、率直な意見交換や意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれがあるため」は虚偽である。「開示するこ

とにより、率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」

はない。 

  （ウ）条例第１７条第６号ハに該当しない。 

     「評価等に関する情報であって、開示することにより、当該事務及び将来

の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な執行に支障

を及ぼすおそれがあるため」は虚偽である。 

     「評価等に関する情報である。」は真実である。しかし、「開示することに

より、当該事務及び将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公

正又は円滑な執行に支障を及ぼすおそれがあるため」は虚偽である。「開示

することにより、当該事務及び将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、

事務の公正又は円滑な執行に支障を及ぼすおそれ」はない。 

  （エ）条例第１７条第６号ホに該当しない。 

     「人事管理に関する情報であって、開示することにより、公正かつ円滑な

人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるため」は虚偽である。 
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     「人事管理に関する情報である。」は真実である。しかし、「開示すること

により、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるため」は虚

偽である。「開示することにより、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼ

すおそれ」はない。 

  ウ 異議申立理由書（修正及び追加）２ 

    平成２５年６月１日付けで異議申立人が実施機関に対し任意に提出した「異

議申立理由書（修正及び追加）２」において、概ね次のとおり主張している。 

  （ア）平成２４年１２月２７日付業務連絡記載の検討結果 

     千葉県立佐原病院（以下「佐原病院」という。）小林進院長（以下「院長」

という。）の主張によれば、平成２４年１２月２７日付業務連絡記載の内部検

討は、外部検証結果の存在が明らかになった平成２４年１２月２７日以後、

かつ、聴聞会開催日である平成２５年２月１日以前の、どこかで開催されて

いるはずである。上記の内部検討は、聴聞会を開催した後の、本件委員会で

はない。院長の「隠ぺい」の意思が明らかである。 

  （イ）最高裁判例について 

     異議申立人に対する「業務停止命令」という「不利益処分」の不当性もし

くは違法性を明らかにする「本件委員会議事録」を「隠ぺい」しようとする

意思が明らかな「非開示決定処分」である。 

     そして、「非開示決定処分」は、条例第２１条第３項によれば、「実施機関

は、開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示しないときは、その理由

を前各項に規定する書面に記載しなければならない。」と記載されており、最

高裁判例に鑑みて、「具体的な処分事由の明示」の要件を満たさない本件決定

は、取り消されるべきである（警視庁情報非開示決定処分取り消し請求事件、

最判Ｈ４．１２．１０）。 

  （ウ）そして、下記の主張を追加・補足する。 

    ａ 本件委員会の出席者等に関する情報 

    （ａ）条例第１７条第５号に該当しない。 

       「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報であって、

開示することにより、率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれがあるため」は虚偽である。 

       「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報である。」

は真実である。しかし、「委員会の出席者等に関する情報を開示する」こ

とにより、「『率直な意見交換』や『意思決定の中立性』が不当に損なわ

れるおそれがあるため」は虚偽である。そもそも、佐原病院の医療安全

管理委員会（以下「委員会」という。）のメンバーは公開されている。委

員会のメンバーのうち誰が出席したか、欠席したかの事実を「開示する、

開示しない」にかかわらず、「率直な意見交換」や「意思決定の中立性」

は不当に損なわれたであろうし、現実に損なわれている。むしろ、現実

は、「開示しないこと」により、審議過程は外部の批判にさらされる心配

がない。そこで、院長は、委員会を恣意的に操り、審議する前から決定

していた院長の結論を、「率直な意見交換」や「意思決定の中立性」は組

織批判そして組織秩序違反行為につながる行為であると恫喝し、委員会

の「率直な意見交換」や「意思決定の中立性」を損ない、そのうえで、
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委員会の結論として承認させた。したがって、「『開示する』ことにより、

院長の恣意性を減殺し、委員会の『率直な意見交換』や『意思決定の中

立性』が正当に保全される」のである。 

       公開されても何ら恥じるところがないよう審議すべきであった。 

    （ｂ）条例第１７条第６号ハに該当しない。 

       「評価等に関する情報であって、開示することにより、当該事務及び

将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な執

行に支障を及ぼすおそれがあるため」は意味不明である。 

       「評価等に関する情報である。」は真実である。しかし、「当該事務の

目的」は、院長のいわゆる「仕事外し」・「飼い殺し」という手段による、

異議申立人に対する不当な「退職強要」に対して、異議申立人のいわゆ

る「冤罪」をでっち上げることにより、「偽りの正当性」を付与すること

である。そのような「当該事務の目的」及び「将来の同種の事務の目的」

は社会的通念上正義を欠いており、達成されるべきではない。当該事務

は公正性がなく、不正で不当であり、そのような当該事務が「円滑」に

執行されるようなことがあってはならない。そもそも、委員会のメンバ

ーは公表されている。そして、審議内容は被処分者に開示されても何ら

恥じるところがないよう審議されているはずである。 

    ｂ 本件委員会の審議内容に関する情報 

    （ａ）条例第１７条第２号に該当しない。 

       「異議申立人以外の個人に関する情報であって、特定の個人を識別で

き、第三者の権利利益を害するおそれがあるため」は虚偽である。 

       「『異議申立人以外の個人に関する情報であって、特定の個人を識別

できる。』は真実である。」との主張（上記（２）イ（ア））を撤回する。 

       「異議申立人以外の個人に関する情報」でない。異議申立人の個人に

関する情報である。「異議申立人が作成した公文書の内容」及び「その公

文書に記載されている内容に基づき判断した異議申立人の行為」に関す

る、「第三者機関」による「『異議申立人』を評価した公文書」に対する

評価をした「内部委員会」の公文書であり、異議申立人の個人に関する

情報である。 

       そして、「異議申立人以外の個人に関する情報」は、「異議申立人が作

成した公文書の内容」であり、そもそも異議申立人が作成している。し

たがって、「異議申立人以外の個人に関する情報」が含まれているであろ

うことは、容易に推測できる。しかし、「異議申立人以外の個人に関する

情報」は、異議申立人が開示を求めている情報では全くない。異議申立

人は、すでにその情報を保有しており、開示を必要としないし、そして

請求をしない。 

       「異議申立人が作成した公文書の内容」を明らかにしなければ、特定

の個人を識別できない。したがって、「第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため」は虚偽である。「第三者の権利利益を侵害するおそれ」は

ない。 

       異議申立人は、「異議申立人が作成した『異議申立人以外の個人に関

する情報』」そのものの開示を求めているのではない。「外部検証」本来
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の趣旨である「異議申立人が作成した公文書の内容」及び「その公文書

に記載されている内容に基づき判断した異議申立人の行為」に関する、

第三者機関が下した「異議申立人の評価」の情報に関する「内部委員会

の評価」の開示を請求しているのである。 

       「第三者機関が下した『異議申立人に関する評価』に関する内部委員

会の検討結果」の情報の開示を求める。 

       そして、同号ただし書イ～ニに全て該当する。 

      ① 同号ただし書イ 

        また、「異議申立人以外の個人に関する情報」は、異議申立人が作

成したものであり、当然に、異議申立人はすでにその情報を知ってい

る。異議申立人に関する「不利益処分」の根幹となる理由であり、上

記（イ）ですでに主張したように、不利益処分事由は、具体的に明示

されなければならない。 

      ② 同号ただし書ロ 

        （ⅰ）異議申立人の「医師」、「外科医」、「心臓血管外科医」及び「循

環器科医」としての「職業生命」を守り、（ⅱ）「生活の糧」を得るの

みならず、（ⅲ）「心臓血管外科医」及び「循環器科医」として厳しい

修練を経て獲得された「高度な『技術』及び『資格』という財産」、

そして（ⅳ）不当な「不利益処分」による精神的苦痛から免れること

による「健康」保護のため、必要である。 

        また、異議申立人が「心臓血管外科医」及び「循環器科医」として、

香取市人口約９万人のみならず、周辺人口２０～３０万人の心臓血管

病にて苦しむ患者さんの「生命」及び「健康」を守る職務を遂行する

ことにより、患者さんの「生活」ひいては「財産」を保護することが

可能となる。「業務停止命令」が不当であり、「取り消す」ためには開

示することが必要である。 

      ③ 同号ただし書ハ 

        異議申立人の「医療行為」遂行という「当該職務遂行」の内容に係

る部分にまさしく該当する。 

      ④ 同号ただし書ニ 

        異議申立人以外の個人は、すでに、「医療行為」を必要としていな

い。したがって、当該異議申立人以外の個人の権利利益を害するおそ

れは、全くない。 

    （ｂ）条例第１７条第５号に該当しない。 

       「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報であって、

開示することにより、率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれがあるため」は虚偽である。 

       「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報である」

は真実である。しかし、「開示する」ことにより「『率直な意見交換』や

『意思決定の中立性』が不当に損なわれるおそれがあるため」は虚偽で

ある。それどころか、現実は、「開示しない」ことにより、『率直な意見

交換』や『意思決定の中立性』が不当に損なわれた。現実は、「開示し

ないこと」により、審議過程は外部の批判にさらされる心配がない。そ
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こで、院長は、委員会を恣意的に操り、審議する前から決定していた院

長の結論を、『率直な意見交換』や『意思決定の中立性』は組織批判そ

して組織秩序違反行為につながる行為であると恫喝し、『率直な意見交

換』や『意思決定の中立性』を損ない、そのうえで、委員会の結論とし

て承認させた。したがって、「『開示する』ことにより、『率直な意見交

換』や『意思決定の中立性』が正当に保全される」のである。 

       公開されても何ら恥じるところがないよう審議すべきであった。 

    （ｃ）条例第１７条第６号ハに該当しない。 

       「評価等に関する情報であって、開示することにより、当該事務及び

将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な執

行に支障を及ぼすおそれがあるため」は意味不明である。 

       「評価等に関する情報である」は真実である。しかし、「当該事務の

目的」は、院長のいわゆる「仕事外し」・「飼い殺し」という手段による、

異議申立人に対する不当な「退職強要」に、いわゆる異議申立人の「冤

罪」をでっち上げることにより、「偽りの正当性」を付与することであ

る。そのような「当該事務の目的」及び「将来の同種の事務の目的」は、

社会的通念上正義を欠いており、達成されるべきではない。当該事務は

公正性がなく、不正で不当であり、そのような当該事務が「円滑」に執

行されるようなことがあってはならない。そもそも、委員会のメンバー

は公表されている。そして、審議内容は被処分者に開示されても何ら恥

じるところがないよう審議されているはずである。 

    （ｄ）条例第１７条第６号ホに該当しない。 

       「人事管理に関する情報であって、開示することにより、公正かつ円

滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるため」は意味不明である。 

       「人事管理に関する情報である。」は真実である。しかし、開示しな

いために、院長の不当でかつ悪意をもって実施された人事管理に対して、

『率直な意見交換』や『意思決定の中立性』は組織批判そして組織秩序

違反行為につながる行為であると恫喝し、封殺した。「被処分者に開示

する」ことにより、はじめて院長の恣意性を減殺し、何ら恥じるところ

がないよう審議すべきとの認識が、院長以外のメンバーに生まれ、公正

かつ円滑な人事が、期待・確保できるのである。 

  エ 意見書 

    実施機関の理由説明書（下記４）を受けて平成２６年１月２４日付けで異議

申立人が審議会に対し提出した意見書において、概ね次のとおり主張している。 

  （ア）「対象行政文書の特定について」（下記４（１）） 

     対象行政文書は、「平成２４年１２月２７日」に開催された委員会の議事

録である。対象行政文書は、「平成２５年２月７日」に開催された本件委員会

の議事録ではない。 

  （イ）「本件文書について」（下記４（２）） 

    ａ（ａ）平成２４年９月２０日及び２８日付け「院長業務命令」について 

       平成２４年９月２０日及び２８日付け「院長業務命令」（以下「本件

院長業務命令」という。）の内容・趣旨は、単なる異議申立人の「診療業

務の一部制限」ではない。 
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       本件院長業務命令は、佐原病院に心臓血管外科医として任用された、

心臓血管外科医である異議申立人に対して、その主たる業務である「手

術」を「禁止する」という「不利益処分」である。「手術禁止」という「不

利益処分」は、異議申立人の心臓血管外科医の名誉・信用を著しく毀損

し続けている。その上に、「手術」ができなくなることによって、厚生労

働省が認めている「専門医」「資格」の再取得・更新が不可能となる。そ

のことは、「専門医」の「資格」喪失を招来し、心臓血管外科医として「身

分」を失い、心臓血管外科医生命を絶たれることになる。よって、本件

院長業務命令は、重大な「制裁・懲戒処分」である。 

       そもそも、本件院長業務命令は、「異議申立人を佐原病院から排除す

る」という不当な動機・目的をもってなされたものである。本件院長業

務命令発令の理由・根拠は、長谷充康前循環器内科部長（以下「前循環

器内科部長」という。）の「退職願」に記載されていた、「異議申立人の

医療行為がでたらめであり、医療過誤・医療事故である。」との事実無根

の捏造・虚偽にある。本件院長業務命令には、社会通念上の合理性は存

在しない。よって、本件院長業務命令は、「合理的処分事由がない重大な

制裁・懲戒処分の発令」という、極めて重大な「不法行為」である。 

       院長の「本件院長業務命令が正当である。」との前提事実は虚偽であ

る。したがって、「本件院長業務命令が正当である。」との前提事実に基

づき展開される院長の論理は、全て誤りであり、全て虚偽である。 

    （ｂ）委員会について 

       委員会の構成メンバーには、心臓血管外科医も循環器内科医も入って

いない。したがって、心臓血管外科医である異議申立人の医療行為を正

当に評価できる構成メンバーは一人もいない。要するに、委員会は、心

臓血管外科医である異議申立人の医療行為を正当に評価できない。院長

は、心臓血管外科医である異議申立人の医療行為を正当に評価できる能

力が存在しない委員会を悪用し、しかも恣意的にコントロールし、院長

の「異議申立人を佐原病院から排除する」という不当な動機・目的に正

当性を付与したうえで、その不当な動機・目的を遂行しようとしたにす

ぎない。 

       しかも、平成２５年２月７日に開催された本件委員会には、委員長は

不在であり、医師はほとんど出席していない。そのため、委員会の構成

メンバー以外の一般行政事務局の職員を出席させ、あたかも、本件委員

会が成立したかのように欺いている。本件委員会が成立していない。し

かも、上記偽装工作は不法行為である。「本件委員会からの意見を踏まえ

た」は虚偽である。全ての本件委員会の意見は、院長一人の恣意的な意

見であり、委員会構成メンバーの意見ではない。上述した経緯により、

平成２５年３月２９日付け院長業務命令は、不法に発令され、「手術禁止」

処分は、不当に、現在も継続している。 

       なお、「外部の専門医」の報告結果は、本件委員会の意見と称される

ものと正反対である。そして、本件委員会の意見と称されるものは、「外

部の専門医」の報告結果を完全に無視して作成されている。「外部の専門

医」の見解を、委員会が否定できる権限も能力も存在しない。したがっ
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て、平成２５年３月２９日発令の「手術禁止継続」院長業務命令は極め

て悪質な不法行為であり、「公務員職権濫用罪」に該当する。 

       「異議申立人の診療状況に関する評価・検討を行った」は虚偽である。

本件委員会の評価・検討の実態は、院長一人の恣意的かつ不当な意見に

過ぎない。委員会構成メンバーによる評価・検討ではない。 

    ｂ 本件文書の内容について 

    （ａ）千葉県病院局の主張は虚偽である。 

       対象行政文書は、「平成２４年１２月２７日」に開催された委員会の

「議事録」である。「異議申立人に連絡した書面」でない。 

    （ｂ）「異議申立人に対する診療制限」の内容である本件院長業務命令は、

前循環器内科部長の「退職願」に記載されていた、事実と反する内容を

根拠に、不当になされた。 

       そして、異議申立人が要請した「異議申立人の３症例に関する症例検

証意見」報告書（以下「外部検証報告書」という。）が佐原病院に到着し

た。外部検証報告書は、前循環器内科部長の「退職願」に記載されてい

た、「異議申立人の医療行為がでたらめであり、医療過誤・医療事故であ

る」との主張が、事実無根の虚偽であることを立証するものであった。

したがって、本件院長業務命令は、発令の根拠を失い、不当なものであ

ることを立証するものであった。しかるに、異議申立人の診療行為の制

限を合理的理由なく継続した平成２５年３月２９日付け院長業務命令は、

「公務員職権濫用罪」に該当する不法行為であることを立証するもので

ある。 

       そこで、院長は、心臓血管外科医である異議申立人の医療行為を正当

に評価できる能力が存在しない委員会を恣意的にコントロールし、平成

２５年３月２９日付け院長業務命令が、あたかも公平・公正なものであ

るかのように装ったのである。院長は、「公務員職権濫用罪」を再び犯す

ことにより「証拠隠滅」を図ろうとしたにすぎない。 

       本件文書は、院長の上記不法行為を隠ぺいするための工作に対して、

委員会を恣意的にコントロールし、平成２５年３月２９日付け院長業務

命令があたかも公平・公正なものであるかのように、その正当性を付与

させようとした書面である。 

    （ｃ）異議申立人からの意見聴取について 

       異議申立人の意見は全く無視されている。しかも、その無視の具体的

理由は明らかにされない。憲法３１条の手続違反である。また、「意見聴

取書面」がどのような書面であるか全く明らかにされていない。 

       既に述べたが、院長が委員会を恣意的にコントロールし、平成２５年

３月２９日付け院長業務命令が、あたかも公平・公正なものであるかの

ように、その正当性を付与させ、平成２５年３月２９日付け院長業務命

令を発令させたという、「公務員職権濫用罪」に該当する不法行為である

に過ぎない。委員会からの意見は存在しない。 

    ｃ 「当初」の委員会の設置目的と千葉県病院局医療安全管理指針について 

      「当初」の委員会の設置目的と千葉県病院局医療安全管理指針（以下「指

針」という。）については、「現在」の佐原病院の実態からかけ離れている。
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「現在」の委員会の役割は、院長の恣意的かつ不当な佐原病院運営方針を

遂行するための道具になり下がっている。 

    ｄ 「現在」の委員会の能力について 

      「現在」の委員会は、各科専門医が構成員になっていない。したがって、

各科個別の院内の医療安全における重大な問題への対応や医療事故の分析

及び再発防止策の検討や医療事故防止のための啓発、教育は不可能である。 

      病院長、医療安全管理室長、看護局長などは、各科個別の院内の医療安

全における重大な問題への対応や医療事故の分析及び再発防止策の検討や

医療事故防止のための啓発、教育をする能力がなく、不可能である。 

      したがって、「外部の専門医」に心臓血管外科個別の医療安全における

重大な問題及び医療過誤・医療事故の存否と、仮に重大な問題及び医療過

誤・医療事故が存在すると仮定した場合の対応及び分析を依頼したのであ

る。「外部の専門医」の見解を、委員会が否定できる権限も能力も存在しな

い。 

  （ウ）「部分開示の理由について」（下記４（３）） 

    ａ 本件委員会の出席等に関する情報 

    （ａ）条例第１７条第５号 

       「本件文書は、本件委員会で、異議申立人である医師の診療状況の検

討・評価を行うために作成されたものである」は虚偽である。委員会は、

異議申立人である医師の診療状況の検討・評価を行う能力はない。そこ

で、「外部の専門医」の評価・意見作成を依頼したのである。 

       「現在も診療制限は継続させている」ことは、院長の行為の正当性の

根拠ではなく、院長の「公務員職権濫用罪」及び「証拠隠滅罪」に該当

する重大な不法行為を立証するものである。因みに、「診療制限」ではな

く、「手術禁止」不利益行政処分である。 

       「今後も委員会において診療制限の継続等について検討を行うことが

想定される」は虚偽である。社会正義の観点から、あってはならない。

委員会は、異議申立人である医師の診療状況の検討・評価を行う能力は

なく、検討を行うことはあり得ない。 

       「当該文書を開示した場合、今後の委員会での率直な意見交換や意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」は、真実を捻じ曲げた

作話である。「率直な意見交換」や「意思決定の中立性」は、現在、院長

により、すでに毀損されており、存在しない。院長の恣意的なコントロ

ールの呪縛から解放して、将来予定されている同種の審議・検討に係る

意思決定に不当な院長の影響を与えるおそれを排除する目的のために、

開示すべきである。院長は、刑法上の訴追を受けるおそれがあることか

ら不開示としたにすぎない。 

    （ｂ）条例第１７条第６号ハ 

       「当該事務」とは、「異議申立人を、合理的理由なく、佐原病院から

排除する」ことであり、不法行為である。「将来の同種の事務」とは、「院

長が排除したいと思う職員を、合理的理由なく、佐原病院から排除する」

ことであり、不法行為である。不法行為の目的の達成は、社会通念上許

されない。現在すでに、佐原病院では、事務の「公正」及び「円滑」な
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執行は支障をきたしている。本件文書を「開示」することのみにより、

「公平性」、「公正性」及び「透明性」が確保され、事務の「公正」及び

「円滑」な執行は回復される。 

    ｂ 本件委員会の審議内容に関する情報 

    （ａ）条例第１７条第２号 

       「氏名のイニシャル・年齢・受診歴」のみを不開示とすればよい。「病

名・治療状況」も場合によれば、不開示としてもよい。 

    （ｂ）条例第１７条第５号 

       「本件文書は、委員会で、異議申立人である医師の診療状況の検討・

評価を行うために作成されたものである」は虚偽である。 

       すでに述べているが、委員会は、異議申立人である医師の診療状況の

検討・評価を行う能力はない。そこで、「外部の専門医」の評価・意見作

成を依頼したのである。 

       「現在も診療制限は継続させている」ことは、院長の行為の正当性の

根拠ではなく、院長の「公務員職権濫用罪」及び「証拠隠滅罪」に該当

する重大な不法行為そのものである。因みに、「診療制限」ではなく「手

術禁止」不利益行政処分である。 

       「今後も委員会において診療制限の継続等について検討を行うことが

想定される」は虚偽である。委員会は、異議申立人である医師の診療状

況の検討・評価を行う能力はなく、検討を行うことはあり得ない。 

       「当該文書を開示した場合、今後の委員会での率直な意見交換や意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」は、捻じ曲げた作話と

もいえる虚偽である。「率直な意見交換や意思決定の中立性」は、現在、

院長により、すでに毀損されており、存在しない。院長の恣意的なコン

トロールの呪縛から解放して、将来予定されている同種の審議・検討に

係る意思決定に不当な院長の影響を与えるおそれを排除する目的のため

に、開示すべきである。院長は、刑法上の訴追を受けるおそれがあるこ

とから不開示とした真実を捻じ曲げている。 

    （ｃ）条例第１７条第６号ハ 

       「当該事務」とは、「異議申立人を、合理的理由なく、佐原病院から

排除する」ことであり、不法行為である。「将来の同種の事務」とは、「院

長が排除したいと思う職員を、合理的理由なく、佐原病院から排除する。」

ことであり、不法行為である。不法行為の目的の達成は、社会通念上許

されない。現在すでに、佐原病院では、事務の「公正」及び「円滑」な

執行は支障をきたしている。本件文書を「開示」することのみにより、

「公平性」、「公正性」及び「透明性」が確保され、事務の「公正」及び

「円滑」な執行は回復される。 

    （ｄ）条例第１７条第６号ホ 

       「本件文書は、異議申立人である医師に対して、業務命令として発し

た診療制限の『根拠』となる」は、捻じ曲げた作話ともいえる虚偽であ

る。「本件文書は、異議申立人である医師に対して、院長が業務命令とし

て発した診療制限が、「不当」及び「不法」であることを立証するものと

なる」が真実である。当該文書を開示して、初めて、公正かつ円滑な人
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事の確保ができる。公正かつ円滑な人事の確保に支障をきたすことがな

いために、本件文書を開示すべきである。 

  （エ）「異議申立てに対する実施機関の考えについて」（下記４（５）） 

    ａ 「平成２４年１２月２７日付け業務連絡記載の検討は、本件委員会で行

われている」は虚偽である。 

      「平成２５年２月７日」に開催された本件委員会において、「平成２４

年１２月２７日」に開催された委員会の議事録の検討はなされていない。

理由説明書（下記４（１））において「『院内において・・・・検討』した」

と記載されていることから明らかなように、「平成２４年１２月２７日」

までの時点で既に「検討した」過去の行為であることは明らかである。「平

成２５年２月７日」との未来の行為でないことは明らかである。 

      院長は、故意に「平成２４年１２月２７日付け業務連絡」と「『平成２

４年１２月２７日』に開催された委員会の議事録」とを混同させ、審議会

を混乱に陥れようと企むもので、社会通念上許されるものでない。 

    ｂ 「本件決定において、決定理由を明示している」は虚偽である。 

      具体的な理由は明らかにされていない。 

    ｃ（ａ）本件委員会の出席等に関する情報 

       そもそも、構成メンバーが本件委員会に出席しておらず、本件委員会

が成立しているかどうか極めて強い疑義がある。委員会構成メンバー以

外の一般事務職員の出席にて成立定数を満たしている疑義がある。 

      ① 条例第１７条第５号について 

        院長の主張は虚偽である。委員会は、異議申立人である医師の診療

状況の検討・評価を行う能力はない。そこで、「外部の専門医」の評

価・意見作成を依頼したのである。したがって、「今後も委員会にお

いて診療制限の継続等について検討を行うことが想定される」は虚偽

である。委員会は、異議申立人である医師の診療状況の検討・評価を

行う能力はなく、検討を行うことはあり得ない。 

        「本件文書を開示した場合、今後の委員会での率直な意見交換や意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」は、捻じ曲げた作

話ともいえる虚偽である。「率直な意見交換や意思決定の中立性」は、

現在、院長により、すでに毀損されており、存在しない。院長の恣意

的なコントロールの呪縛から解放して、将来予定されている同種の審

議・検討に係る意思決定に不当な院長の影響を与えるおそれを排除す

る目的のために、開示すべきである。院長は、刑法上の訴追を受ける

おそれがあることから不開示としたにすぎない。 

      ② 条例第１７条第６号ハについて 

        「当該事務」とは、「異議申立人を、合理的理由なく、佐原病院か

ら排除する。」ことであり、不法行為である。「将来の同種の事務」と

は、「院長が排除したいと思う職員を、合理的理由なく、佐原病院か

ら排除する。」ことであり、不法行為である。不法行為の目的の達成

は、社会通念上許されない。現在すでに、佐原病院では、事務の「公

正」及び「円滑」な執行は支障をきたしている。本件文書を「開示」

することのみにより、「公平性」、「公正性」及び「透明性」が確保さ
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れ、事務の「公正」及び「円滑」な執行は回復される。 

    （ｂ）本件委員会の審議内容に関する情報について 

      ① 条例第１７条第２号 

        「氏名のイニシャル・年齢・受診歴」のみを不開示とすればよい。

「病名・治療状況」も場合によれば、不開示としてもよい。上記方法

によれば、当該第三者の権利を侵害するおそれはない。 

        そして、同号ただし書イ～ニに全て該当する。 

      （ⅰ）同号ただし書イ 

         「異議申立人の心臓血管外科医としての生命を絶つ。」不利益行

政処分であり、憲法３１条の適正手続の具体的な処分理由を知る権

利がある。 

      （ⅱ）同号ただし書ロ 

         「異議申立人以外の個人に関する情報」は不開示とすればよい。 

      （ⅲ）同号ただし書ハ 

         「異議申立人以外の個人情報」は、不開示とすればよい。 

      （ⅳ）同号ただし書ニ 

         「仮に、異議申立人以外の個人が「医療行為」を必要としていな

いとしても、当該情報を開示することにより権利利益は害されるお

それがあると考える」は、条例の法令解釈に誤りがある。 

      ② 条例第１７条第５号 

        院長の主張は虚偽である。「外部」とは何か。「圧力や干渉等の影響」

とは何か。明らかにするように求める。「率直な意見交換」や「意思

決定の中立性」は、現在、すでに、不当に損なわれている。「率直な

意見交換」や「意思決定の中立性」が不当に損なわれている、その具

体的な理由は、院長による「地方公務員法３２条」に基づく「上司の

職務命令」の濫用にある。地方公務法の法制上、佐原病院「内部」の

職員では、院長の「公務員職権濫用」を抑制できない。院長の行為を

「外部」に「透明」にすることにより、「率直な意見交換」や「意思

決定の中立性」が回復されるのである。 

      ③ 条例第１７条第６号ハ 

        「開示することにより、当該事務及び将来の同種の事務の目的が達

成できなくなり、事務の公正又は円滑な執行に支障を及ぼすおそれが

ある」は虚偽である。院長の行為を「外部」に透明にすることにより、

「率直な意見交換」や「意思決定の中立性」が回復されるのである。

「外部」の評価・意見を開示すべきである。 

      ④ 条例第１７条第６号ホ 

        「本件文書は、異議申立人に対して、業務命令として発した診療制

限の根拠となる人事管理に関する情報である」は、捻じ曲げた作話と

もいえる虚偽である。「本件文書は、異議申立人に対して院長が業務

命令として発した診療制限が、「不当」及び「不法」であることを立

証するものとなる」が真実である。 

        「組織の維持」及び「組織の独自性を確保」する目的遂行のために、

「異議申立人」を、人事管理の名のもとに汚名・汚辱のぬれ衣を着せ、
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でっち上げの冤罪の犯人に仕立て上げた。しかも、そのでっち上げの

冤罪の証拠である「本件文書」を隠ぺいする目的から、院長職権にて

「本件文書」を不開示とした、国家に対する重大な不法行為である。 

 

４ 実施機関の説明要旨 

  平成２５年１２月３日付けで実施機関が審議会に対し提出した理由説明書にお

いて、概ね次のとおり主張している。 

（１）対象行政文書の特定について 

   佐原病院は、本件請求に係る平成２４年１２月２７日付け院長業務連絡記載の

「院内において・・・・検討」した結果となる平成２５年２月７日の本件委員会

の議事録についての行政文書（本件文書）を保有している。 

（２）本件文書について 

  ア 佐原病院では、異議申立人に対し、平成２４年９月２０日及び２８日付けの

院長の業務命令により、一部診療業務の制限を行っている。 

    本件文書は、異議申立人の診療状況に関する評価・検討を行った、平成２５

年２月７日に開催された本件委員会の議事録である。 

  イ 異議申立人に対する診療制限については、平成２４年９月２０日及び２８日

付けの院長の業務命令として行ったが、平成２４年１２月２７日付け院長業務

連絡は、今後の佐原病院としての取扱い（現在、院内において、当該意見を踏

まえ、検証結果を明確にするための検討を行っていること）について、異議申

立人に連絡した書面である。 

    佐原病院では、平成２５年２月１日に異議申立人から直接意見を聴取した書

面を付して、平成２５年２月７日に本件委員会に諮り、委員会からの意見を踏

まえて、平成２５年３月２９日付けの院長の業務命令により診療行為の制限を

継続している。 

  ウ 委員会とは、県立病院の医療安全管理体制を確立し、快適で良好な医療の提

供に資することを目的に千葉県病院局において制定した指針に基づき、設置さ

れたものである。 

  エ 委員会は、病院長、医療安全管理室長、看護局長などを構成員とし、院内に

おける医療安全管理の全般を統括するものであるが、特に、院内の医療安全に

おける重大な問題への対応や医療事故の分析及び再発防止策の検討や医療事

故防止のための啓発、教育などを取り扱うものである。 

（３）部分開示の理由について 

  ア 本件委員会の出席者等に関する情報 

  （ア）条例第１７条第５号 

     本件文書は、異議申立人の診療状況の検討・評価を行うための委員会での

審議の議事録であるが、現在も診療行為は継続しており、今後も委員会にお

いて診療制限の継続等について検討を行うことが想定される。 

     本件文書中の出席者等に関する情報を開示した場合、今後の委員会での率

直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあること、ま

た、将来予定されている同種の審議・検討に係る意思決定に不当な影響を与

えるおそれがあることから不開示とした。 

  （イ）条例第１７条第６号ハ 
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     本件文書は、異議申立人が担当した患者症例についての診療行為に係る評

価等に関する情報である。当該文書中の出席者等に関する情報を開示した場

合、当該事務及び将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正

又は円滑な執行に支障を及ぼすおそれがあることから不開示とした。 

  イ 本件委員会の審議内容に関する情報 

  （ア）条例第１７条第２号 

     本件文書の中には、院内で治療を行った患者に関する情報について、氏名

のイニシャル・年齢・受診歴・病名・治療状況など、複数の情報を組み合わ

せることで、患者個人又は患者家族を特定できる情報が記載されており、当

該文書を開示した場合、患者及び患者家族等の第三者の権利を侵害するおそ

れがあることから不開示とした。 

  （イ）条例第１７条第５号 

     本件文書は、異議申立人の診療状況の検討・評価を行うための本件委員会

での審議の議事録であるが、現在も診療制限は継続しており、今後も委員会

において診療制限の継続等について検討を行うことが想定され、当該文書を

開示した場合、今後の委員会での率直な意見交換や意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれがあること、また、将来予定されている同種の審議・検

討に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがあることから不開示とし

た。 

  （ウ）条例第１７条第６号ハ 

     本件文書は、異議申立人が担当した患者症例の診療行為について評価を

行った本件委員会での審議の議事録である。当該文書を開示した場合、当該

事務及び将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑

な執行に支障を及ぼすおそれがあることから不開示とした。 

  （エ）条例第１７条第６号ホ 

     本件文書は、異議申立人に対し業務命令として発した診療制限の根拠とな

る人事管理に係る情報であり、当該文書を開示した場合、公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがあることから不開示とした。 

（４）異議申立ての理由について 

   異議申立人が主張する理由は、以下に要約されると考える。 

  ア 平成２４年１２月２７日付け業務連絡記載の検討は、本件委員会ではない。 

  イ 「具体的な処分事由の明示」の要件を満たさない本件「非開示決定処分」は、

取り消されるべきである。 

  ウ 本件委員会の出席者等に関する情報 

  （ア）条例第１７条第５号に該当しない。 

     「県の機関の内部における審議等に関連して作成された情報である」は真

実である。しかし、「委員会の出席者等に関する情報を開示する」ことによ

り、「『率直な意見交換』や『意思決定の中立性』が不当に損なわれるおそれ

があるため」は虚偽である。 

  （イ）条例第１７条第６号ハに該当しない。 

     「評価等に関する情報であって、開示することにより、当該事務及び将来

の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な執行に支障

を及ぼすおそれがあるため」は意味不明である。 
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  エ 本件委員会の審議内容に関する情報 

  （ア）条例第１７条第２号に該当しない。 

     本件文書は、異議申立人個人に関する情報であり、第三者の権利を侵害す

るおそれはない。「異議申立人が作成した公文書の内容」及び「その公文書

に記載されている内容に基づき判断した異議申立人の行為」に関して、第三

者機関が下した「異議申立人の評価」の情報の開示を、請求しているのであ

る。 

     そして、同号ただし書イ～ニに全て該当する。 

    ａ 同号ただし書イ 

      「異議申立人以外の個人に関する情報」は異議申立人が作成したもので

あり、当然に、異議申立人はすでにその情報を知っている。 

    ｂ 同号ただし書ロ 

      異議申立人の「職業生命」を守り、「生活の糧」を得るのみならず、「高

度な技術及び資格という財産」、精神的苦痛から免れることによる「健康」

保護のため、必要である。 

      また、異議申立人が「心臓血管外科医」等として職務遂行することで、

患者さんの「生活」ひいては「財産」を保護することが可能となる。 

      「業務停止命令」が、不当であることを明らかにして、「業務停止命令」

を「取り消す」ためには、開示することが必要である。 

    ｃ 同号ただし書ハ 

      異議申立人の「医療行為」遂行という「当該職務遂行」の内容に係る部

分にまさしく該当する。 

    ｄ 同号ただし書ニ 

      異議申立人以外の個人は、すでに「医療行為」を必要としていない。し

たがって、当該異議申立人以外の個人の権利利益を害するおそれは、全く

ない。 

  （イ）条例第１７条第５号に該当しない。 

     「開示することにより、率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれがあるため」は虚偽である。「開示する」ことにより、「率直な

意見交換や意思決定の中立性が正当に保全される」のである。 

  （ウ）条例第１７条第６号ハに該当しない。 

     「開示することにより、当該事務及び将来の同種の事務の目的が達成でき

なくなり、事務の公正又は円滑な執行に支障を及ぼすおそれがあるため」は

意味不明である。当該事務は公正性がなく、不正で不当であり、そのような

当該事務が「円滑」に執行されるようなことがあってはならない。 

  （エ）条例第１７条第６号ホに該当しない。 

     「開示することにより、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ

があるため」は意味不明である。開示することにより、はじめて、院長の恣

意的人事管理を抑制することが可能となり、公正かつ円滑な人事が確保でき

るのである。 

（５）異議申立てに対する実施機関の考えについて 

  ア 平成２４年１２月２７日付け業務連絡記載の検討は、本件委員会で行われて

いる。 
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  イ 本件決定において、決定理由を明示している。 

  ウ 本件委員会の出席者等に関する情報 

  （ア）条例第１７条第５号 

     本件文書中の出席者等に関する情報を開示した場合、今後の委員会での率

直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあること、ま

た、将来予定されている同種の審議・検討に係る意思決定に不当な影響を与

えるおそれがあることから不開示としたものである。 

  （イ）条例第１７条第６号ハ 

     本件文書中の出席者等に関する情報を開示した場合、当該事務及び将来の

同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な執行に支障を

及ぼすおそれがあることから不開示としたものである。 

  エ 本件委員会の審議内容に関する情報 

  （ア）条例第１７条第２号 

     本件文書は、異議申立人個人に関する情報であるとともに、患者個人又は

患者家族等を特定できる情報が記載されており、当該文書を開示した場合、

第三者の権利を侵害するおそれがあると考える。 

     そして、同号ただし書イ～ニのいずれにも該当しない。 

    ａ 同号ただし書イ 

      本件文書は、委員会において、異議申立人の診療状況を検討・評価した

情報であり、異議申立人が作成した情報そのものではなく、慣行として異

議申立人が知ることができ、又は知ることが予定されている情報には当た

らないと考える。 

    ｂ 同号ただし書ロ 

      「異議申立人以外の個人に関する情報」である患者情報が記載されてお

り、当該第三者の権利利益を優先して保護する必要があると考える。 

    ｃ 同号ただし書ハ 

      異議申立人以外の個人情報は、公務員の職務遂行に係る情報ではないた

め、該当しない。 

    ｄ 同号ただし書ニ 

      仮に、異議申立人以外の個人が「医療行為」を必要としていないとして

も、患者個人又は患者家族等を特定できる情報が記載されており、当該情

報を開示することにより、異議申立人以外の権利利益を害するおそれがあ

ると考える。 

  （イ）条例第１７条第５号 

     本件文書を開示することにより、外部からの圧力や干渉等の影響を受ける

可能性があると考える。異議申立書等（上記３（２）イ（イ）並びにウ（ウ）

ａ（ａ）及びｂ（ｂ）並びにエ（ウ）ａ（ａ）及びｂ（ｂ））には「素直な

意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれはない」とする具体

的な理由が示されていない。 

  （ウ）条例第１７条第６号ハ 

     本件文書は、異議申立人が担当した患者症例の診療行為について評価を

行った本件委員会での審議の議事録であるが、開示することにより、当該事

務及び将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、事務の公正又は円滑な
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執行に支障を及ぼすおそれがあることから不開示としたものである。 

  （エ）条例第１７条第６号ホ 

     本件文書は、異議申立人に対して、業務命令として発した診療制限の根拠

となる人事管理に関する情報である。人事管理に関する情報は、組織の維持、

また組織の独自性を確保する観点から、一定の範囲で不開示にする必要があ

ると考える。 

 

５ 審議会の判断 

（１）対象文書の特定について 

  ア 実施機関は、本件請求に対して上記２（２）のとおり、本件委員会の議事録

たる本件文書を特定して本件決定を行った。 

    これにつき、異議申立人は、その意見書において、上記３（２）エ（エ）ａ

のとおり、対象文書は、平成２５年２月７日ではなく、平成２４年１２月２７

日又はそれ以前に開催された委員会の議事録であると主張する。 

  イ 審議会が平成２４年１２月２７日又はそれ以前に開催された委員会につい

て確認したところ、佐原病院では１２月２５日委員会を開催し、同委員会にお

いて異議申立人の３症例に関する検討を行っていた事実が判明した。１２月２

５日委員会の議事録を見分したところ、症例検証意見を踏まえた検討の内容が

記録されており、異議申立人が本件請求で開示を求めている内容が含まれるも

のと認められた。 

    したがって、実施機関は、本件文書に加え、１２月２５日委員会の議事録に

ついても改めて開示決定等をすべきである。 

（２）不開示情報について 

   本件決定において実施機関が不開示とした情報について、以下、検討する。 

   審議会で本件文書を見分したところ、本件決定における不開示部分（別表の①

～⑱）は、次のとおり分類することができる。 

  ア 本件委員会に関わる県職員の所属、職、姓、印影等に係る情報 

    別表の①～③及び⑤ 

  イ 本件委員会における検討項目及び検討結果に係る情報 

    別表の④及び⑥～⑨ 

  ウ 異議申立人が担当した症例に関する外部医師の意見等に係る情報 

    別表の⑩～⑱ 

（３）上記（２）アの情報について 

  ア 条例第１７条第６号ハ該当性について 

  （ア）本号は、県の機関や他の地方公共団体等の事務又は事業に関する情報で 

あって、開示することにより、評価等に係る当該事務又は事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるものを不開示とすることを定めたものである。 

     これについて、実施機関は、上記（２）アの情報を開示することにより、

委員会の委員が忌憚のない意見を発言しづらくなり、結果として、委員会の

事故原因究明等の機能に支障が生じるおそれがあると説明する。 

  （イ）審議会で見分したところ、これらの情報は、本件委員会に出席又は欠席し

た県職員の所属、職、姓及び印影並びに本件委員会における議長選出の理由

に係る情報にすぎない。 
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     そうだとすれば、これらの情報について、委員会の委員による忌憚のない

意見の交換が妨げられるという実施機関の説明には、合理性があるものとは

認められない。 

  イ また、上記（２）アの情報について、条例第１７条第５号に該当する事情が

あるとも認められない。 

  ウ したがって、上記（２）アの情報については、全て開示すべきである。 

（４）上記（２）イの情報について 

  ア 条例第１７条第２号該当性について 

  （ア）本号は、開示することにより開示請求者以外の第三者の権利利益を損なう

ことを防止するために定められたものである。そして、同号に該当するため

には、当該情報が開示請求者以外の個人に関する情報であって、開示請求者

以外の特定の個人を識別することができるもの（本文前段）又は開示請求者

以外の特定の個人は識別できないが、開示することにより、なお開示請求者

以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの（本文後段）であり、かつ、

同号ただし書に該当しないことが必要である。 

  （イ）審議会で見分したところ、上記（２）イの情報のうち次の部分には、開示

請求者たる異議申立人以外の第三者である医師を識別できる情報が含まれ

ている（本号本文前段該当）が、いずれも県職員の職又は氏名であることか

ら、同号ただし書ハに該当し、結果として、同号には該当しない。 

    ① 議事録鑑文「議題 会議の趣旨」欄のうち「１ 審議内容」１７行目の

医師名 

    ② 議事録本文２枚目「５ 審議内容」２６行目、２７行目及び３０行目の

医師名 

    ③ 議事録本文２枚目「５ 審議内容」３行目、１９行目、２０行目及び２

８行目の職名 

  （ウ）また、上記（２）イの情報のうち上記（４）ア（イ）①～③以外の部分に

ついては、本件委員会における検討項目及び検討結果に係る情報にすぎず、

異議申立人以外の第三者を識別できる情報や当該第三者の権利利益を害す

るおそれのある情報が含まれていないことは明らかであるから、同号には該

当しない。 

  イ 条例第１７条第６号ハ該当性について 

  （ア）これについて、実施機関は、上記（２）イの情報を開示することにより、

委員会の委員が忌憚のない意見を発言しづらくなり、結果として、委員会の

事故原因究明等の機能に支障が生じるおそれがあると説明する。 

  （イ）これらの情報は、本件委員会における検討項目及び検討結果に係る情報で

ある。審議会が調査したところ、本件院長業務命令について、平成２５年２

月１日に佐原病院が異議申立人に対して意見聴取を実施しており、そのやり

取り等から、これらの情報は、本件請求時点において既に異議申立人に知ら

されていたものと認められる。また、これらの情報は、専門家の意見を集約

した結果であって、開示したとしても、今後の委員会において、委員の忌憚

のない意見交換が妨げられるおそれがあるとはいえない。 

     そうだとすれば、これらの情報について、委員会の委員による忌憚のない

意見の交換が妨げられるという実施機関の説明には、合理性があるものとは
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認められない。 

  （ウ）よって、上記（２）イの情報は、本号ハに該当しない。 

  ウ また、上記（２）イの情報について、条例第１７条第５号又は第６号ホに該

当する事情があるとも認められない。 

  エ したがって、上記（２）イの情報については、全て開示すべきである。 

（５）上記（２）ウの情報について 

  ア 上記（２）ウの情報は、さらに、次のとおり細分類することができる。 

  （ア） 異議申立人が担当した症例（以下「本件症例」という。）に係るケース番

号情報（以下「ケース番号」という。） 

  （イ） 本件症例における患者のイニシャル及び年齢に係る情報（以下「イニシ

ャル等」という。） 

  （ウ） 本件症例の診断内容及びその経過に係る情報（以下「診断内容等」とい

う。） 

  （エ） 本件症例に関する外部医師の意見に係る情報（以下「外部医師意見」と

いう。） 

    なお、イニシャル等については、意見書によれば、異議申立人は開示するこ

とを求めていないものと認められるので、ケース番号、診断内容等及び外部医

師意見について検討する。 

  イ 条例第１７条第２号該当性について 

  （ア）ケース番号について 

     審議会で見分したところ、本号に該当する情報が含まれていないことは明

白である。 

  （イ）診断内容等について 

     審議会で見分したところ、異議申立人以外の第三者である患者を識別でき

る情報は含まれていないが、当該患者の権利利益を害するおそれのある情報

であると認められる（本号本文後段該当）。 

     もっとも、平成２５年２月１日に佐原病院が異議申立人に対して実施した

意見聴取におけるやり取り等により、診断内容等は、本件請求時点において

既に異議申立人に知らされていたものと認められる。 

     よって、同号ただし書イに該当し、結果として、同号には該当しない。 

  （ウ）外部医師意見について 

     審議会で見分したところ、異議申立人以外の第三者を識別できる情報や当

該第三者の権利利益を害するおそれのある情報が含まれていないことは明

らかであるから、本号には該当しない。 

  （エ）したがって、ケース番号、診断内容等及び外部医師意見は、本号に該当し

ない。 

  ウ 条例第１７条第６号ハ該当性について 

  （ア）これについて、実施機関は、ケース番号、診断内容等及び外部医師意見を

開示することにより、外部医師が忌憚のない意見を報告しづらくなり、結果

として、委員会の事故原因究明等の機能に支障が生じるおそれがあると説明

する。 

  （イ）これらの情報について審議会で見分したところ、ケース番号は、便宜的に

付した番号に過ぎないものと認められる。また、診断内容等は、平成２５年
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２月１日に佐原病院が異議申立人に対して実施した意見聴取におけるやり

取り等により、本件請求時点において既に異議申立人に知らされていた内容

であると認められる。さらに、外部医師意見は、当該外部医師の名前や所属

を明らかにすることなく記載されているものであり、また、専門的見地から

記載されているものであると認められる。 

     そうだとすれば、これらの情報について、外部医師による忌憚のない意見

の報告が妨げられるという実施機関の説明には、合理性があるものとは認め

られない。 

  （ウ）よって、これらの情報は、本号ハに該当しない。 

  エ また、ケース番号、診断内容等及び外部医師意見について、条例第１７条第

５号又は第６号ホに該当する事情があるとも認められない。 

  オ したがって、上記（２）ウの情報のうちケース番号、診断内容等及び外部医

師意見については、全て開示すべきである。 

（６）結論 

   以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

   なお、異議申立人のその他の主張は、本件決定の適否に関する審議会の判断に

影響を及ぼすものではない。 

   

６ 審議会の処理経過 

  審議会の処理経過は、下記のとおりである。 

 

審 議 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処理内容 

平成２５年 ６月 ３日 諮問書の受理 

平成２５年１２月 ４日 実施機関の理由説明書受理 

平成２６年 １月３０日 異議申立人の意見書受理 

平成２６年１０月 ３日 審議（第２３７回審議会） 

平成２６年１１月 ７日 審議（第２３８回審議会）実施機関口頭理由説明 

平成２７年 １月２２日 審議（第２４１回審議会） 

平成２７年 ２月２６日 審議（第２４３回審議会） 

平成２７年 ５月２６日 審議（第２４７回審議会） 

平成２７年 ６月２３日 審議（第２４８回審議会） 

平成２７年 ７月２１日 審議（第２４９回審議会） 

平成２７年 ９月１５日 審議（第２５０回審議会） 
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別表 

№ 文書名 本件決定における不開示部分 審議会の結論 

① 

議 事 録

鑑文 

「委員長 確認印」欄のうち印影 

開示すべきである。 

 

② 「議事録作成者」欄のうち２行目 

③ 「出席者」欄のうち２～７行目 

④ 
「議題 会議の趣旨」欄のうち「１ 審議

内容」（９～１９行目） 

⑤ 

議 事 録

本文 

１枚目 

「３ 出席者」（４行目の５文字目

以降及び５～１０行目） 

⑥ 「５ 審議内容」（１８～４３行目） 

⑦ 
２枚目 
  〃    （１～３２行目） 

⑧   〃    （３３～４１行目） 

⑨ ３枚目   〃    （１～１３行目） 

⑩ 

症例 

検証意見 

１枚目 １～３５行目 

１行目の６～１１文字

目は不開示が相当であ

るが、その他は開示すべ

きである。 

⑪ ２枚目 １～３５行目 
開示すべきである。 

⑫ ３枚目 １～１６行目 

⑬ ４枚目 １～３４行目 

１行目の６～１１文字

目は不開示が相当であ

るが、その他は開示すべ

きである。 

⑭ ５枚目 １～３５行目 
開示すべきである。 

⑮ ６枚目 １～７行目 

⑯ ７枚目 １～３５行目 

１行目の６～１１文字

目は不開示が相当であ

るが、その他は開示すべ

きである。 

⑰ ８枚目 １～３６行目 
開示すべきである。 

⑱ ９枚目 １～２行目 

 

 

 


